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科学研究費（基盤 A）
「アフリカ在来知の生成とそのポジティブな実践」

コンゴ民主共和国（DRC）は、1996－1997 年と 1998－2003 年の 戦争後、暫定政権設立と民主的選挙を経たにも拘らず、
主に東部において 紛争が続き、540 万人にのぼる死者数を出している。コンゴの紛争は、 公式経済の崩壊、民族に絡んだ
国籍と土地問題、政治的統治と民主化の 問題、及び地域の安全保障が、複雑かつ重層的に絡み合っているが、 コンゴに
豊富な天然資源も紛争の主要因としてあげられる。
天然資源と紛争の関連に注目した資源の呪いやグリードについての学術 論議が、政策立案に影響力を持つ中、タンタルや、
錫、タングステンと いった鉱物資源が、紛争鉱物としてコンゴ東部紛争長期化の主要因として 脚光を浴びている。コン
ゴ東部におけるこれらの鉱物の採掘及び売買は、 大部分が政府の管理外で違法、非公式に行われているため、武装勢力の 
財源として争われるほか、採掘、売買に関わる人々の人権や環境破壊が 問題となっている。
コンゴ政府による統治が不十分な中、これらの鉱物資源を利用する電子 産業界は人権デューディリジェンス（適正評価）
を含めたサプライチェーン 管理を要求されている。このセミナーでは、コンゴ東部紛争と紛争タンタル の関係、及びマ
ルチステーキホルダーアプローチによる紛争タンタルへの 対応に関する発表者の研究をもとに、コンゴにおける紛争鉱
物アプローチの 可能性と課題について議論する。
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